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「身体損傷リスク状態」における看護介入の現状と課題
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１．はじめに
　A 病院では、看護業務の標準化、記録の効率化、看
護過程の思考プロセスを支援する目的で、看護診断別標
準看護計画（以下、標準看護計画）を作成している。そ
の標準看護計画は、患者の診断指標や関連因子に対応で
きるよう目標や介入の項目選択ができる自由度の高いシ
ステムである。標準看護計画マスタの見直しは、看護診
断使用頻度統計から使用頻度の高い診断を優先し、行っ
ている。
　急性期病院であるＡ病院の手術件数は、年間 7000 件
を超える。手術後の重症患者の安全を確保し、事故を未
然に防ぐリスク管理が重要であり、看護師は患者の安全
を確保する観察や援助に多くの時間を要している。この
ような中で「身体損傷リスク状態」の使用頻度は 5 年間
で約 3 倍に増加している。一般に、患者目標達成には、
観察計画、援助計画、教育計画（以下 OP、TP、EP）
の 3 側面が必要と言われている。OP で危険因子を観察、
評価し、TP で身体的ケア、日常生活援助を行い、EP
で患者が自己の問題を予防、解決するための指導、教育
を行うことが重要であり、3 側面を考慮した計画が必要
である。しかし、日々のアセスメントや患者への具体的
ケアが実践されているにも関わらず、看護計画に記載さ
れていないことがあった。そこで、A 病院の「身体損
傷リスク状態」における看護介入が 3 側面を考慮したも
のであるか調査し、その結果から標準看護計画を見直す
上での方向性を明らかにした。

２．目的
　「身体損傷リスク状態」の看護介入内容を調査し、標
準看護計画を見直す上での課題を明らかにする。

３．方法
１）調査期間：平成 24 年 9 月～平成 25 年 1 月
２）調査対象

⑴　Ａ病院の「身体損傷リスク状態」の標準看護計画
の看護介入

⑵　「身体損傷リスク状態」と診断された 25 事例の看
護介入

３）調査方法

⑴　看護介入の分類：Ａ病院の「身体損傷リスク状態」
標準看護計画の看護介入を研究者間で OP、TP、
EP に分類する。

⑵　データ収集：A 病院の看護記録から「身体損傷
リスク状態」と看護診断された 25 事例を無作為に
選択し事例ごとに看護介入を抽出する。

４）調査内容
⑴　抽出した看護介入の OP、TP、EP の分類から、

選択数とその内容を調査する。
⑵　看護介入ごとの具体的な行為内容が記載されたコ

メントの有無と選択した看護介入との整合性を調査
する。

５）倫理的配慮
　対象が特定されないよう配慮し、得られたデータは調
査以外の目的に使用しないこと、調査終了後は速やかに
破棄することとした。また、看護部の承認を受けた。

４．結果
１）標準看護計画の看護介入の分類
　「身体損傷リスク状態」の標準看護計画における看護
介入は、138 介入あった。観察する項目を記載した OP
が 14 介入、患者に直接行う身体的ケアを記載した TP
が 119 介入、教育、説明などを記載した EP が５介入で
あった。
２）事例ごとの看護介入
　25 例の介入総数は、111 介入であった。TP は 81 介入、
OP は 27 介入、EP は３介入であった。TP は 25 例すべ
ての事例に含まれていた。リスクを最小に抑えるため環
境を整える介入と保護用具の使用に関する介入が多かっ
た。OP は 17 例に含まれていた。認知機能のモニター
とせん妄を引き起こす要因を明らかにする介入であっ
た。EP は 3 例に含まれていた。内容は看護師を呼ぶこ
とに関する患者、家族指導と面会時の家族指導であった。
OP、TP、EP の 3 側面すべてを含む事例は１例だった。
３）看護介入に記載されたコメント
　111 介入中 59 介入でコメントが記載されていた。コ
メントは標準看護計画の看護介入をより具体的に記載し
ている内容であった。しかし、看護介入とコメントの内
容が一致しないものが 7 介入であった。「モニターする」
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という OP に対して、「自己抜去を予防する」という TP
が記載されていた。また「環境から危険を取り除く」と
いう TP に対して、「歩行時にはナースコールを押すこ
とができるかモニターを行う」という OP が記載されて
いた。

５．考察
　TP は全ての事例で選択されていた。これらは直接的
ケアによって患者の持つリスクを回避し、安全な入院生
活を提供しようと、予防的ケアを重視しているためと考
えられる。
　OP を選択していたのは、約７割の事例であった。OP
は、問題の経過や変化、ケアによる効果を判断したり、
評価するための観察項目を列挙したもの 1) と言われてい
る。A 病院は、標準的なアセスメントツールを用いた
認知の評価、安全に関するリスクの把握を日常的に行っ
ている。しかし、約 3 割の事例で OP が選択されていな
かった。その理由は、看護ケアを通して観察する患者の
行動や反応のアセスメントが、看護介入の意図的な選択
と結びついていなかったためと考える。
　EP を選択していた事例は約２割であった。急性期病
院での看護介入は、患者状況から看護師による予防的ケ
アが主体となり、看護介入の中心が TP となっているた
めと考えられる。今回の事例で選択された EP は、「家
族への面会指導」、「看護師を呼ぶことを説明」の介入で
あった。手術前のオリエンテーションなどでは、リスク
予防のため、患者や家族に対し、その患者にあった時期
や方法で手術前後の安全対策について説明や同意が必要
である。しかし、標準看護計画にその内容を反映した介
入項目の不足が明らかになった。
　

具体的な行為内容のコメントは看護介入の半数に記載さ
れ、より具体的な看護介入が記載されていた。このこと
は、一定水準の看護を提供する標準看護計画に加え、個
人の特性を重視しているためと言える。しかし、コメン
トに合致する介入が標準看護計画にあるにも関わらず、
選択されていないものが７介入あった。その理由は、標
準看護計画の介入を熟知していないこと、介入数が多く
選択するのに時間を要し効率が悪いためと考えられる。
看護介入を選定し、絞り込みやカテゴリー化が必要であ
る。

６．結論
１）OP が選択されていなかった理由は、患者の行動や
反応のアセスメントが、看護介入の意図的な選択と結び
ついていないためだった。
２）標準看護計画には、患者の危険因子に働きかける説
明、指導である EP が不足していた。
３）標準看護計画を見直す上で、選択しやすい項目選定
と分類が必要である。
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